
章 款 項 目

研修会費

22

前年度繰越金 5

次年度繰越金
（②－①）

その他雑収入

②
歳
入
内
訳
（

千
円
） 217 137 105

21

事
　
　
業
　
　
の
　
　
概
　
　
要
　
　
等

補 助 金 交 付 の
対 象 （ 団 体 名 等 ）

実
施
期
間

17

　ありあけ母親クラブの会員数や参加者の増員を図り、家庭における子育てを支援し、また、母親クラブ
の活動等を通して、地域全体で子育て支援を推進できるよう児童福祉の向上に努めたい。

54

基
本
事
項

1007

年度から

年度まで

ありあけ母親クラブ活動費補助金

予　算
科　目

3 1

　　　　　　　　年度
区分

①　団体等事業費
(千円）

補助金交付額(千円）

26

補助金の使途
についての特
記事項等

19

関 連 す る 市 勢 振 興
計 画 の 基 本 計 画

章

節 区　分

事 務 事 業 評 価 票 [ 市 単 独 補 助 金 ] 30 年度平成

担当課 こども課

27

整理番号

2

補 助 金 （ 事 業 ） 名

根 拠 法 令 等 実施を義務付ける規定

金　額

実　績

年度

その他の助成
金

153

153

334

170

411

24

補助金交付内容等

〈 積 算 基 礎 等 ）

（対象・積算基礎）
　ありあけ母親クラブ（平成３０年４月１日現在、会員３８人）の活動に対し、助成しており、国県補助
事業の対象であった時の補助単価１８９千円の８１％となる１５３千円を支給している。

実　績

事業の背景及び概
要（現状、課題）、ま
たは交付団体の活
動目的、活動内容
など

（目的）地域における児童をもつ母親等の連帯組織（母親クラブ）の活動を促進することにより、児童福
祉の向上を図る。
（背景）上記の目的達成のため、昭和５４年１１月に結成された「ありあけ母親クラブ」に対し、「地域
組織活動育成事業」として補助金を支出。平成１９年度までは、国県の補助事業（各１／３）であった
が、平成２０年度から市単独補助となり、併せて補助金を１０％削減している。さらに、平成２７年度か
ら補助金を１０％削減している。
　なお、ありあけ母親クラブは、児童館と合同で各種行事等を実施している。

各種行事費（ｸﾘｰﾝ作戦・もちつき・ｸﾘｽﾏｽ等）

金　額

20 2020

13

事
 

業
 

費
 

等
 

の
 

推
 

移

項　　　　　　　目

29

25

102

年度の当該団体等の事業費の主な内訳  (市補助金が充当されていると思われるものから順に記載)     （単位：千円）

会 費 等

市 補 助 金

25

項　　　　　　　目

備品購入費（ｲﾝﾊﾟｸﾄﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ、ﾌｰﾄﾞﾄﾞﾗｲﾔｰ等）⇒児童館へ

－16 1721

22

40

例会

170

20

153

20

153

　ありあけ母親クラブ

217

年度

実　績

303

年度

実　績

2928 年度

153 153

2020 2523

16

228

153

目 指 す 成 果

〈交付対象団体等をどの
よ う な 状 態 に し た い の
か ）

153

年度30

予算額

継続 新規

昭和 平成

昭和 平成

あり なし

1



◎１次評価（自己評価）

（ ）

（ ）

◎２次評価

◎３次評価

予算措置額の増減：

（ ）

備
考

⇒ 0

備　　考

ありあけ母親クラブ活動費補助金

　活動実績から子育て支援に一定の効果が見込まれる。補助金以外の財源もあり運営努力が見られる。継続実施が妥当
と判断した。

判　　　定

評　価　結　果　を　踏　ま　え　た　次　年　度　予　算　へ　の　反　映　状　況　　（☑）

○視点別分析
視　  　　　　点 現　状　分　析 説　　　　　　　　　　　　明

② 市 の 関 与 の 必 要 性
　保育園・認定こども園等に比べると在宅で子育てをしている世帯に対
しての経費（予算）は少額であり、在宅の子育て世帯を含めた活動を活
発にしている母親クラブに対して、市の支援は必要であると思われる。

① 助 成 事 業 の 効 果

③ 団 体 の 事 業 内 容 や

助成の在り方等の見直し
の

総 合 評 価

判
　
定

　現在の方法で問題ないと思われる。

　必要性

  Ｂ　見直しのうえで実施

○総合評価と今後の方向性

備　　考

見
直
し
の

方
向
性

判　　　定

　今後の課題と見直しの
　方向性（総合評価判定が
  Ｂ１～Ｂ４の場合）

課
 

題

　在宅の子育て世帯へのありあけ母親クラブの貢献度は多大であり、継続的な支援が必要である。

　事業効果が数字として出てこないので、詳細な分析はできないが、児
童館と合同で行う各種行事等を通じて、地域における子育て支援対策と
して効果があると思われる。

千円

休止･廃止の具体的方向性

判
定
理
由

意図した効果があがっている

ある程度効果がある。

あまり効果がない

分析できない

事業効果は後年度

必要性は薄れていない

少し薄れている

薄れている

不明

該当しない

見直しの必要はない

検討の余地はある

見直しの必要あり

補助額の削減

B1 事業規模の拡大 B2 事業規模の縮小

B3 事業内容の改善 B4 その他の見直し

Ａ 継続(特段の見直しは行わない）

Ｃ 休止（隔年実施など）

Ｄ 廃止（終期の設定も含む）

補助額の増加 補助の休止若しくは廃止 現状維持

2


